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1.1 世界最大の石油火力発電国

 2005年は実は世界2位であったが、2006年には日本は世界最大の石油火力発電国

（2007年も同じ見込み）（ただし、日本は会計年度ベース）
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（表2）石油からの発電量
（2006年実績）

（表1）石油からの発電量
（2005年実績）[（ ）内は

2007年統計値]

（表3）石油からの発電量
（2007年見込み）
[OECD加盟国のみ]

（出典）OECD/IEA 統計
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1.2 原子力発電の設備利用率

 日本の原子力発電は石油代替電源としての役割を十分果たしていないのではないか？

 日本の原子力発電の設備利用率を向上していく上で、法制・制度は制約要因になってい

ないか？

（出所）資源エネルギー庁「低炭素電力供給システムに
関する研究会」第3回配布資料
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55,431GWh36,074GWh6.再生可能エネルギー等

▲29,072 GWh▲2,337GWh5.原子力

24,530GWh24,729GWh4.ガス火力

4,755GWh4,764GWh3.石油火力

9,504GWh2,179GWh2.石炭火力

65,148GWh65,409GWh1.電力供給全体

2007年の対2000年増減2006年の対2000年増減

【2 化石燃料代替電源としての原子力】
2.1 ドイツの経験

 官民合意してからの7年間でドイツの脱原子力政策は、脱原子力を軌道に乗せ、再生可

能エネルギー発電を大幅に伸ばしてきたものの、それで電力供給全体の伸びまでまかな

うことはできていない

-10,000

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

1 2 3 4 5 6

系列1

-40,000

-20,000

0

20,000

40,000

60,000

80,000

1 2 3 4 5 6

系列1

（出典）OECD/IEA, Energy Statistics of OECD Countries-- 2008 Editionにより作成

（図1） ドイツの電力供給の増分（対2000年比）
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2.2 原子力・再生可能エネルギー・石炭の三角関係

 ドイツでは再生可能エネルギー発電が大幅に伸びても、石炭中心・化石燃料主体の電源

構成を変えるには至っておらず、結果的に、化石燃料発電を増大させ、二酸化炭素の排

出を増やしてきている

 再生可能エネルギーが、石炭のライバルである原子力をライバルとしてくれれば、石炭に

とって心強い「味方」となる。原子力と再生可能エネルギーを共存関係ではなく競合関係と

して捉えたドイツは、石炭の延命にとって理想郷となったのではないか？

1

2

3

4

5

2000年 2006年 2007年（見通し）

15.9%11.6%8.0%5.再生可能エネルギー等

22.1%26.3%29.7%4.原子力

(62.1%)(60.1%)(62.3%)（化石燃料計）

13.3%12.5%10.5%3.ガス火力

1.5%1.5%0.8%2.石油火力

47.3%46.1%51.0% 1.石炭火力

（出典）OECD/IEA, Energy Statistics of OECD Countries-- 2008 Editionにより作成

（図2）ドイツの電源構成
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3.1 電源としての原子力の限界

 日本のエネルギー供給に占める原子力の比率は11.2％（2005年度）

 首位の石油（48.9%)に遠く及ばず、第2位の石炭(20.3%)、第３位の天然ガス（13.8%)に
次ぐ第4位のエネルギー源に過ぎない

⇒原子力は準主役ですらない「脇役」

（出所） 資源エネルギー庁「日本のエネルギー２００８」
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3.2 電源以外としての原子力

 原子力の用途はもっぱら発電

 他国では船舶動力用にも実用化されたが、軍艦を除き普及せず (←日本では平和利用原

則の制約）

⇒原子力という脇役は発電の「一芸」しかない

（石油は、輸送用燃料にも家庭の厨房・暖房用燃料にも発電用燃料にも幅広く使える「オー

ルラウンドプレーヤー」の主役）

 もちろん、全エネルギー消費に占める電気エネルギーの比率（電力化率）がさらに高くなり、

原子力がエネルギーの主役になる可能性がないわけではない

ex. 電気自動車、オール電化住宅

 それでも、航空機燃料・石油化学原料としての石油、製鉄原料としての石炭を代替すること

は困難

 当面期待できる発電以外の用途は、やはり船舶動力

⇒原子力自衛艦について、平和利用原則の制約は外せないのか？
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3.3 原子力の平和利用と民生利用

お問合せ：report@tky.ieej.or.jp


